
　東京メトログループは全てのステークホルダーに支持されるよう、中長期的な企業価値の向上に努めていきます。

3-1 経営の仕組みの構築

3-2 環境保全活動

●コーポレート・ガバナンス体制
●コンプライアンス・リスクマネジメントの推進

3-3 効率的な事業運営
　コスト削減や生産性の向上を通じた効率的な事業運営の推進に取り組んでいきます。

3-4 オープンで活き活きとした企業風土づくり
　オープンで活き活きとした企業風土づくりを行い、東京メトログループの発展を実現するための人財を育成していきます。

西船橋駅における太陽光パネル

●コスト削減の推進
　社員一人ひとりの創意工夫や仕事のやり方の見直しを通じ
て、将来も見据えたコスト削減の取組をグループ全体で推進し
ていきます。

●生産性の向上
　ペーパーレス化、無線 LAN 環境の整備等、ICTの活用やフリー
アドレスの導入を通じて、ワークスタイルの改善を進めていきます。

●人財育成
　総合研修訓練センターを活用して組織全体で「現場力」を高
めるとともに、多様な経験を積む機会を設け、「挑戦」する人財
を育てます。

●働き方の見直しとワークライフバランスの推進
　仕事と家庭の両立をはじめ、社員が各々のライフスタイルに合わ
せて無理なく、活き活きと働ける環境づくりを目指します。

●チャレンジングな企業風土づくり
　「社内提案制度」で社員からの提案を実現し、企業価値向上を
図ります。また、社員と経営層が一体となって会社づくりを行
うような企業風土をつくっていきます。

●ダイバーシティに基づく職場づくり
　性別や年齢、障がいの有無、働き方などの多様性を尊重し、社
員一人ひとりが活き活きと働ける職場を目指しています。

　東京メトログループは、地球環境保全を経営課題の1つと
捉え、低環境負荷型の交通機関である鉄道事業者として、
2020年度に向けて、長期的かつ戦略的に、お客様や沿線地域
とともに東京の環境負荷低減につながる様々な取組を実施して
いくための長期環境戦略「みんなで ECO.」を策定しています。
この中で、３つのテーマと 2020年度に目指す姿を定め、それ
らに基づき積極的な環境保全活動を展開していきます。

3  経営基盤の強化

●太陽光発電システムの導入
●環境配慮型車両の導入
●駅構内照明の LED化

＊ コーポレート・ガバナンス体制及びコンプライアンス・リスクマネジメントの推進
の詳細については、P.10～12をご参照ください。

　鉄道の安全性、サービスの向上に加え、地域・社会環境への貢献、業務効率化の追求に向け、世界の地下鉄の最先端を行く新技術
の開発・導入や、ICT の積極的な活用を通して、企業価値の向上を図っていきます。

　東京を経営基盤とし、首都東京の魅力と活力、地下鉄ネットワーク、地域の玄関口である駅、多くのお客様のご利用等、私たちが
保有する経営資源を活用し、新たな事業領域に挑戦していきます。
　産学連携やオープンイノベーションプログラムなどを通じたベンチャー企業等との外部連携を探りながら、良き仲間とともにお互
いの強みを発揮した事業に取り組み、東京メトロの成長に向けた新たな可能性を引き出します。

2-6 新技術の開発・導入

2-5 新たな事業領域への挑戦

●安全性・サービスの向上
　　列車運行情報やお客様からのご意見等を踏まえた、安全性向上、適
　切な情報・快適な空間の提供に向けた新たな開発を推進していきます。

●国際調達に関する対応への体制の推進
　将来の株式上場及び今後の日 EU・EPA 交渉締結を見据え、
透明・公平・公正かつ品質を担保した調達制度の構築・運用を
目指します。

●環境負荷の低減
　　列車の回生電力＊の活用をはじめとする電力の有効活用を拡大し、　
　地域と連携した環境負荷低減施策を推進していきます。
　＊回生電力とは、電車がブレーキをかけたときに発生する電力のことです。
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選任・解任
選任・解任

監査役監査 連携

連携

連携

会計監査人監査会計監査人監査
相談・通報 内部監査

対応協議

監査役会（社外監査役） 会計監査人

監査室

経営会議

取締役会

コンプライアンス・
リスクマネジメント委員会

東京メトログループ
ヘルプライン（内部通報制度）

グループ会社
各部門

株主総会

選定・解職・監督付議・報告
代表取締役社長

コーポレート・ガバナンス体制図

東京メトロは、全てのステークホルダーに提供する付加価値
の向上に努めています。また、より信頼される企業となるため、
経営の透明性・公正性を確保し迅速な業務執行に努めるとと

もに、コーポレート・ガバナンスの充実を図り、効率的な企業
経営による経営基盤の強化を目指しています。

グループ会社に対する管理体制を明確化し、指導及び育成
を推進することにより、コーポレート・ガバナンスの強化と発展
を図るため、「グループ会社管理規程」を制定しています。これ

により、東京メトロと各グループ会社の役割が整理され、今後
の事業戦略の実行に応じ、グループとしての企業価値の最大化
を図ります。

東京メトロの取締役は13名の社内取締役で構成され、原則
月1回の取締役会の開催により、法令又は定款に規定するもの
のほか、経営に関する重要な事項についての決定及び業務執
行の監督を行っています。また、社長の諮問機関である経営会
議においては、経営に関する重要な事項について審議し、迅速

「コンプライアンスの推進」・「財務報告の信頼性の確保」・
「業務の有効性・効率性の向上」・「資産の保全」の4つの目的

かつ適切な業務執行を行っています。
東京メトロでは監査役制度を採用しており、3名の社外監査

役を含む監査役4名で構成される監査役会の開催のほか、取締
役会など重要な会議への出席、重要な決裁書類の閲覧など、取
締役の職務執行について厳正な監査を行っています。

を達成するため、東京メトロにおける内部統制システムの基本方
針を定め、業務の適正かつ効率的な遂行に取り組んでいます。

東京メトロでは、内部監査、監査役監査、会計監査人監査が
行われています。内部監査については、社長直轄の組織である
監査室において、社内規程に基づく適正な業務の執行状況に
ついて内部監査を行うとともに、グループ会社の監査も行って
います。監査役監査については、監査役会を定期的に開催し、
監査方針及び監査計画に基づき、業務執行状況について監査
を実施しています。また、必要に応じ各取締役から業務の執行
状況についての個別聴取を行っています。加えて、監査役を補

佐するための専任スタッフとして監査役室を配置し、監査役監
査の補助を行っています。会計監査人監査については、監査法
人と監査契約を締結し、監査が行われています。

これらの監査の相互連携については、監査役は、監査室及び
会計監査人から監査に関する報告を受けるほか、相互に緊密な
連携を保ち、意見交換を行うなど、効果的な監査の実施に努め
ています。

東京メトロのコーポレート・ガバナンス

□ コーポレ―ト・ガバナンスに関する考え方

□ コーポレ―ト・ガバナンス体制

□ 内部統制システム

□ 監査体制

□ グループガバナンス体制

コーポレート・ガバナンス体制
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コンプライアンスについては、法令の遵守だけでなく企業倫
理の徹底や環境問題への取組などを含めて捉えており、これを
実践することで全てのステークホルダーからの信頼を獲得する
とともに、企業価値の向上につながるとの考えに基づき、当社
グループ全体のコンプライアンス体制の強化に取り組んでい
ます。

また、リスクマネジメントについては、会社を取り巻く様々な
リスクに対して、最小かつ経常化されたコストで適切な処理を
行うことにより、事業の継続と安定的な発展を確保していくた
めのものとして捉え、リスクマネジメントの推進・運用に関する
基本的事項を定めた「リスクマネジメント基本方針」を制定して
います。

各部門及びグループ会社において全てのリスクの洗い出し
を行った上で取組計画を策定し、この計画に従ってリスクマネ
ジメントに取り組むことにより、東京メトロの「安心」の一端を担
っています。

また、ステークホルダーに対して重大な影響を及ぼす事態（ク
ライシス）の発生時においては、コンプライアンス・リスクマネ
ジメント委員会を中心として、迅速に対応できる体制を構築し
ています。

２０１５年度は、東京メトログループ全体で取り組む対策優先

❶コンプライアンス行動基準の制定・配付
東京メトログループ全役職員がステークホルダーに対して果

たすべき責任と、役員及び社員としての心構えをまとめた「東京
メトログループコンプライアンス行動基準」を制定しています。
この行動基準に基づき、社員一人ひとりに高い規範意識と使命
感を持った行動を促すために、名刺サイズの携帯カードを東京
メトログループの全ての社員に配付しています。

リスクとして「自然災害」「インフラ老朽化」「情報漏えい」「テロ」
「薬物・飲酒」の５つのリスクを選定し、重点的に取り組みまし
た。中でも「自然災害」に関するリスクについては、大規模地震
を想定した机上訓練及び政府による新型インフルエンザ等対
策訓練実施に伴い、連絡訓練を実施しました。

なお、東京メトロでは事業継続計画（ＢＣＰ）を策定し、各部門
が優先的に実施すべき業務や要員確保など、継続的な対策及
び運用が可能となる仕組みを構築しています。

コンプライアンス・リスクマネジメント推進体制

コンプライアンス・リスクマネジメント委員会の協議事項のうち、�
重要事項に関する審議

●��リスクマネジメント基本方針及びコンプライアンス行動基準の策定及
び改定に関する事項

●�コンプライアンス及びリスクマネジメントへの取組についての計画の策
定及び取組成果の集約に関する事項

●�「東京メトログループヘルプライン」に関する事項
●�危機若しくはコンプライアンス上問題がある事案が発生し、又は発生
するおそれがある場合の対応に関する事項

●�その他コンプライアンス及びリスクマネジメントに関する事項

東京メトログループ全役職員が、あらゆるステークホルダー
に配慮した公正な企業活動を行うとともに、そのために必要な
心構えを自覚し実践させるため、以下（❶～❻）のとおり、研修
の実施や教材の作成を通してコンプライアンス意識の浸透・定
着に取り組んでいます。

経営会議

コンプライアンス・リスクマネジメント委員会

□ コンプライアンス・リスクマネジメント推進体制

□ リスクマネジメントの実施

□ コンプライアンス意識の浸透・定着

1.�私たちは、ステークホルダーの生命・身体・利益を損なわないように活動します。�
2.�私たちは、社会環境の変化の動向を注視してリスクを的確に把握し、これらのリスクに対し適切な処理に努めます。�
3.�私たちは、関連する法令等の制定・改正等の動向を注視し、コンプライアンス行動基準、法令等を常に遵守します。�
4.�私たちは、リスクが顕在化した場合や法令に違反する事態が発生した場合、責任ある行動をとるとともに、再発防止のために最善を尽くします。

リスクマネジメント 基本方針

コンプライアンス行動基準（携帯カード）

コンプライアンス・リスクマネジメントの推進
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❸各種研修の実施
コンプライアンスに関して社員一人ひとりがそれぞれの立場

に応じた知識を習得し、グループ全体でのコンプライアンス意
識の向上を図るため、様々な機会で研修を実施しています。

2015年度は、東京メトログループの全ての社員を対象とし
た全社員研修のほか、経営層向けコンプライアンス講演会、新
入社員研修、本社社員向け企業法務研修などの各種研修を実
施しました。

❹コンプライアンス教材の充実
社員一人ひとりがコンプライアンスについて理解を深め、自

主的な学習を進められるよう、マニュアルやDVDなどの各種
教材を充実させています。

業務においてコンプライアンスが関係する身近な事例を解
説した「コンプライアンスマニュアル」や「著作権の基礎知識」

「個人情報保護」のほか、近年問題となっている「私生活におけ
る情報発信の留意点」についても教材を作成するなど、社会情
勢や環境変化を踏まえて柔軟に対応しています。

また、グループ情報誌にもコンプライアンスや企業法務に関
する記事を連載して
おり、継続的な意識
啓発を図っています。

❷コンプライアンスリーダーとの連携
東京メトロでは、総務部法務課をコンプライアンス担当部署

とし、社内各部門に配置したコンプライアンス推進者及び現業
部門各職場に配置したコンプライアンスリーダーとの意見交換
などを通じて、全社的なコンプライアンス意識向上のための各
種施策を行っています。

特に、各職場におけるコンプライアンス推進の中心的役割を果
たすコンプライアンスリーダーに対しては、社員一人ひとりがコ
ンプライアンスの重要性を理解し、職場ごとの特性や日々の業務
に合わせた実践ができるよう、支援・育成を行っています。

❺コンプライアンス意識調査の実施
コンプライアンス意識の浸透・定着に向けた施策の効果や

今後の課題を把握するため、「コンプライアンス意識調査」を
実施しています。この調査は、東京メトログループ全ての社
員の中から抽出した一定数の社員から無記名回答を得るもの
で、2015年度の主な結果は以下のとおりです。これらの結果を、
2016年度の取組計画に反映させています。

❻ヘルプラインの設置・運用
内部通報窓口として「東京メトログループヘルプライン」を設

置し、東京メトログループ役員及び社員等から、コンプライア
ンスに関する相談や違反に関する通報を受け付けています。ま
た、相談・通報内容について社内調査を実施し、必要な対策を
講じるなど、適切に対応しています。

（左）コンプライアンスマニュアル
（右）私生活における
　　情報発信の留意点

東京メトログループでは、定期券発売に必要な情報など、多
くのお客様の個人情報をお預かりしています。そのため、個人
情報の取扱いと保護について定めた「個人情報保護規程」「個
人情報保護方針」を制定し（方針は駅やWEBサイトに掲出）、厳

http://www.tokyometro.jp/privacy/WEB

正な管理を行うとともに、個人情報や情報セキュリティに関する
マニュアルなどを整備し、社員への教育を徹底しています。

コンプライアンス意識調査の実施

●社員のコンプライアンス意識の変化

7.0％
0％

しっかり説明できる

50％ 100％

28.8％ 63.8％ 0.4％

どちらかといえば説明できない
どちらかといえば説明できる

まったく説明できない

●コンプライアンスの概念への理解度

□ 個人情報の保護

1.9％
0％

しっかりと意識して行動するようになった
どちらかといえば意識して行動するようになった

50％ 100％

43.6％ 38.9％ 15.5％ 0.1％

変化していない（もともと意識して行動していた  など）
変化していない（興味がない  など） 意識しなくなった
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